
役 員 名 簿 

（平成２９年１０月１日現在） 

役 職 氏  名 就任年月日 経     歴 

学長 尾家 祐二 平成 28 年 4 月 1 日

昭 55. 4 

昭 58. 4 

昭 59.10 

昭 62. 4 

平 2. 4 

平 7. 4 

平 9. 4 

平 20. 4 

平 21. 4 

平 22. 4 

平 28. 4 

民間 

佐世保工業高等専門学校電気工学科助手 

佐世保工業高等専門学校電気工学科講師 

佐世保工業高等専門学校電気工学科 

助教授 

九州工業大学情報工学部助教授 

奈良先端科学技術大学院大学情報科学セ

ンター教授 

九州工業大学情報工学部教授 

国立大学法人九州工業大学大学院情報工

学研究院教授 

国立大学法人九州工業大学大学院情報工

学研究院長（平 22.3.31 まで） 

国立大学法人九州工業大学理事・副学長 

国立大学法人九州工業大学長 

理事 

（常勤）
鶴田 隆治 平成 26 年 4 月 1 日

昭 56. 4 

昭 59. 4 

平 2. 2 

平 11. 4 

平 20. 4 

平 22. 4 

平 26. 4 

平 28. 4 

日本原子力研究所 

九州工業大学工学部講師 

九州工業大学工学部助教授 

九州工業大学工学部教授 

国立大学法人九州工業大学大学院工学研

究院教授 

国立大学法人九州工業大学副学長・附属図

書館長 

国立大学法人九州工業大学理事・副学長・

附属図書館長 

国立大学法人九州工業大学理事・副学長 



役 職 氏  名 就任年月日 経     歴 

理事 

（常勤） 
早瀬 修二 平成 28 年 4 月 1 日

昭 53. 4 

平 13. 4 

平 24. 4 

平 28. 4 

民間 

九州工業大学大学院生命体工学研究科教

授 

国立大学法人九州工業大学大学院生命体

工学研究科長（平 28.3.31 まで） 

国立大学法人九州工業大学理事・副学長 

理事 

（常勤） 
延山 英沢 平成 28 年 4 月 1 日

昭 63. 4 

平 2. 10 

平 3. 4 

平 13. 9 

平 20. 4 

平 24. 4 

平 28. 4 

東京大学工学部助手 

東京大学工学部講師 

九州工業大学情報工学部助教授 

九州工業大学情報工学部教授 

国立大学法人九州工業大学大学院情報工

学研究院教授 

国立大学法人九州工業大学大学院情報工

学研究院長（平 28.3.31 まで） 

国立大学法人九州工業大学理事・副学長 

理事 

(常勤） 
○吉田 秀保 平成 28 年 4 月 1 日

昭 54. 4 

昭 63. 4 

平 9. 4 

平 11. 4 

平 12. 4 

平 13. 1 

平 15. 4 

平 15. 10

平 18. 10

平 21. 3 

平 21. 4 

平 23. 4 

平 25. 4 

平 28. 3 

平 28. 4 

広島大学 

文部省 

日本学術振興会 

文部省学術情報センター管理部会計課長 

国立情報学研究所管理部会計課長 

文部科学省研究開発局地震調査研究課地

震火山専門官 

文部科学省研究開発局地震・防災研究課地

震火山専門官 

文部科学省研究振興局学術研究助成課課

長補佐 

文部科学省研究振興局研究環境・産業連携

課技術移転推進室室長補佐 

文部科学省辞職（役員出向） 

大学共同利用機関法人自然科学研究機構

岡崎統合事務センター財務部長 

国立大学法人千葉大学学術国際部長 

国立大学法人大阪大学研究推進部長 

文部科学省辞職 

国立大学法人九州工業大学理事・副学長 



役 職 氏  名 就任年月日 経     歴 

監事 

(非常勤)
○羽野  忠 平成 24 年 4 月 1 日

昭 48. 4 

昭 50. 4 

昭 51. 8 

昭 64. 1 

平 16. 4 

平 17.10 

平 23. 9 

平 24. 4 

九州大学工学部助手 

大分大学工学部講師 

大分大学工学部助教授 

大分大学工学部教授 

国立大学法人大分大学理事・副学長 

国立大学法人大分大学長 

国立大学法人大分大学退職 

国立大学法人九州工業大学監事 

監事 

(非常勤）
林田 直子 平成 28 年 4 月 1 日

平 10. 9 

平 28. 4 

民間 

国立大学法人九州工業大学監事 

※独立行政法人等の役員に就いている退職公務員等の状況等の公表について 

氏名の前に○を付している役員は、「特殊法人等整理合理化計画（平成 13 年 12 月 19 日

閣議決定）」、「公務員制度改革大網（平成 13年 12 月 25 日閣議決定）」及び「特別の法律に

より設立される民間法人の運営に関する指導監督基準（平成 14 年 4 月 26 日閣議決定）」に

基づき公表しているものです。 


